
 

国立大学法人京都大学教職員初任給調整手当支給細則 

平成１６年４月１日 

総長裁定制定 

（総則） 

第１条 国立大学法人京都大学教職員給与規程（以下「給与規程」という。）第１３条の規定によ

る初任給調整手当の支給については、別に定める場合を除き、この細則の定めるところによる。 

（教職員の範囲） 

第２条 給与規程第１３条第１項に規定する教職員は、次の各号に掲げる教職員とする。ただし、

初任給調整手当を支給されていた期間が通算して３５年に達している教職員を除く。 

(1) 医師法（昭和２３年法律第２０１号）に規定する医師免許又は歯科医師法（昭和２３年法

律第２０２号）に規定する歯科医師免許を有する者であって、その採用が、学校教育法（昭和

２２年法律第２６号）に規定する大学（以下「大学」という。）卒業の日から３７年（医師法

に規定する臨床研修（第３条において「臨床研修」という。）を経た者にあっては３９年、医

師法の一部を改正する法律（昭和４３年法律第４７号）による改正前の医師法に規定する実地

修練（第３条において「実地修練」という。）を経た者にあっては３８年）を経過するまでの

期間（以下「経過期間」という。）内に行われたものであり、次に掲げる部局等に所属する者 

ア 大学院教育学研究科臨床教育学専攻心理臨床学講座 

イ 大学院医学研究科 

ウ 医学部附属病院 

エ 大学院薬学研究科 

オ 大学院人間・環境学研究科共生人間学専攻人間社会論講座及び認知・行動科学講座 

カ 大学院生命科学研究科高次生命科学専攻高次生体統御学講座、認知情報学講座及び統合生

命科学専攻遺伝機構学講座 

キ 化学研究所生体機能化学研究系 

ク ウイルス・再生医科学研究所 

ケ 原子炉実験所原子力基礎工学研究部門放射線安全管理工学研究分野及び附属粒子線腫瘍

学研究センター 

コ 霊長類研究所神経科学研究部門 

サ 東南アジア研究所人間生態相関研究部門 

シ iPS細胞研究所 

ス 放射線生物研究センター 

セ 環境安全保健機構（附属放射性同位元素総合センター又は附属健康科学センターを兼ねる

者に限る。） 

ソ 物質―細胞統合システム拠点 

(2) 経過期間内に新たに前号に掲げる部局等に所属することとなった教職員で医師法に規定す

る医師免許又は歯科医師法に規定する歯科医師免許を有する者 

（平１８．４．１裁・平２１．３．２４裁・平２２．３．２９裁・平２３．３．２８裁・

平２７．４．１裁・一部改正） 

（支給期間及び支給額） 

第３条 初任給調整手当の支給期間は３５年とし、その月額は、採用の日又は前条第２号に規定す

る教職員となった日以後の期間の区分に応じた別表に掲げる額（国立大学法人京都大学教職員の

育児・介護休業等に関する規程（平成１６年達示第８４号。以下「育児・介護規程」という。）

第１４条の５に規定する育児短時間勤務教職員はその額に育児・介護規程第１４条の９の規定に

より読み替えられた国立大学法人京都大学教職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平成１６年

達示第８３号）第３条ただし書の規定により定められたその者の勤務時間を同条本文に規定する

勤務時間で除した数を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額とする。）とする。この場合において、大学卒業の日からそれぞれ採用の日又は前条

第２号に規定する教職員となった日までの期間が４年（臨床研修を経た場合にあっては６年、実

地修練を経た場合にあっては５年）を超えることとなる前条に規定する教職員（学校教育法に規

定する大学院の博士課程の所定の単位を修得し、かつ、同課程の所定の期間を経過した日から３

年内の教職員を除く。）に対する同表の適用については、採用の日又は前条第２号に規定する教

職員となった日からその超えることとなる期間（１年に満たない期間があるときは、その期間を

１年として算定した期間）に相当する期間初任給調整手当が支給されていたものとする。 

２ 初任給調整手当を支給されている教職員が休職にされた場合における当該教職員に対する別



 

表の適用については、当該休職の期間（給与規程第３２条第１項の規定により給与の全額を支給

されることとなる期間を除く。）は、同表の期間の区分に掲げる期間には算入しない。 

（平２０．２．４裁・一部改正） 

（支給期間の通算） 

第４条 第２条に規定する教職員となった者のうち、これらの教職員となった日前に初任給調整手

当、一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）に規定する初任給調整手当及

び大学と同一の制度であり、かつ、その運用も同様である場合の初任給調整手当に相当する手当

（以下この項において「初任給調整手当等」という。）を支給されていたことのある者で、第３

条の規定による初任給調整手当の支給期間に既に初任給調整手当等を支給されていた期間に相

当する期間を加えた期間が３５年を超えることとなるものに係る初任給調整手当の支給期間及

び支給額は、同項の規定による支給期間のうち、その超えることとなる期間に相当する期間初任

給調整手当が支給されていたものとした場合における期間及び額とする。 

（支給終了） 

第５条 初任給調整手当を支給されている教職員が異動により第２条に該当しない教職員となっ

た場合には、当該異動の日から初任給調整手当を支給しない。 

（支給調書） 

第６条 初任給調整手当を支給するに当たっては、教職員別に、学歴及び卒業又は修了等年月日、

免許の種類及び取得年月日、採用又は第２条の教職員となった日、支給期間、支給額その他必要

事項を記載した支給調書を作成し、保管するものとする。 

（雑則） 

第７条 この細則に定めるもののほか、初任給調整手当に関する運用、解釈等については、必要に

応じ別に定めることができるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

この細則は、平成１６年４月１日から施行する。 

〔中間の改正細則の附則は、省略した。〕 

附 則（平成２３年３月総長裁定） 

この細則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１１月総長裁定） 
この細則は、平成２６年１１月２８日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

附 則（平成２７年４月総長裁定） 

この細則は、平成２７年４月１日から施行する。 

  附 則（平成２８年１月総長裁定） 

この細則は、平成２８年２月１日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

  附 則（平成２８年９月総長裁定） 

この細則は、平成２８年１０月１日から施行する。 

 

 

別表（第３条関係） 

（平１８．４．１裁・全改、平２６．１１．２８裁、平２８．１．２７裁） 

期間の区分 支給額 

１年未満 ５０，５００円

１年以上２年未満 ５０，５００円

２年以上３年未満 ５０，５００円

３年以上４年未満 ５０，５００円

４年以上５年未満 ５０，５００円

５年以上６年未満 ５０，５００円

６年以上７年未満 ４８，７００円

７年以上８年未満 ４６，９００円

８年以上９年未満 ４５，１００円

９年以上１０年未満 ４３，３００円

１０年以上１１年未満 ４１，５００円

１１年以上１２年未満 ３９，７００円



 

１２年以上１３年未満 ３７，９００円

１３年以上１４年未満 ３６，１００円

１４年以上１５年未満 ３４，７００円

１５年以上１６年未満 ３３，３００円

１６年以上１７年未満 ３１，９００円

１７年以上１８年未満 ３０，５００円

１８年以上１９年未満 ２９，１００円

１９年以上２０年未満 ２７，７００円

２０年以上２１年未満 ２６，３００円

２１年以上２２年未満 ２５，７００円

２２年以上２３年未満 ２５，１００円

２３年以上２４年未満 ２４，１００円

２４年以上２５年未満 ２３，５００円

２５年以上２６年未満 ２２，９００円

２６年以上２７年未満 ２２，３００円

２７年以上２８年未満 ２１，７００円

２８年以上２９年未満 ２０，９００円

２９年以上３０年未満 ２０，６００円

３０年以上３１年未満 ２０，２００円

３１年以上３２年未満 １９，６００円

３２年以上３３年未満 １８，７００円

３３年以上３４年未満 １７，８００円

３４年以上３５年未満 １７，１００円

備考 

この表において期間の区分欄に掲げる年数は、採用の日又は第２条各号の教職員となった日以

後の期間を示す。 

 


